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　「グローバルエンタテイメント&メディア
アウトルック2018-2022」は、世界のエンタ
テイメント・メディア業界の今後5年の展望
について当社が調査を行い、その結果をま
とめたレポートです。当社では毎年、リサー
チャーと業界専門家で構成されたチーム
がデータを収集、掘り下げて分析し、そこか
ら生み出される新たな視点と、実用的なイ
ンサイトを提供しています。

　15のセグメントならびに53の国と地域に
関する包括的なデータと予測は、インサイト
を生み出す起点に過ぎません。昨年までと
同様、執筆者の見解、経験、事例をデータと
照らし合わせながら、生の情報からその情
報が持つ真の意味を導き出しています。

　さて、動向から読み解くキーワードとして、
どのようなものがあるでしょうか？コンバー
ジェンス（融合）3.0の真っ只中にあるメディ
ア業界のエコシステムが、急速に発展して
いることは明らかです。この新たなコンバー
ジェンス（融合）の潮流は、背景に供給側の
ケイパビリティ、および消費者の高い期待を
もとに、さまざまな次元で同時に起きていま
す。

　コンバージェンス（融合）3.0においては、
競争の力学が大きく変化しています。その
中で、急速に規模を拡大するスーパーコン
ペティターである企業と、事業領域を絞っ
た企業が、適切な規模で事業展開していく
と考えられています。また、ビジネスモデル
の再構築も進んでいます。例えば、顧客とな
るファンを絞り込み、その顧客に会員制を
もとに仲間意識を根づかせて、より効果的
なつながりを確立し、そこから新たな収益
源を作り上げることが、全てのプレイヤーに
おいて可能となります。

　変化のスピードは、当分衰える気配はな
く、AI（人工知能）やAR（拡張現実:オーグメン

テッドリアリティ）などの新しい技術が競争
の場に変化をもたらし続けるでしょう。多くの
業界において、かつてないほど信頼が揺ら
ぎ、規制当局がエンタテイメント・メディア業
界におけるデータ使用の在り方を問題視する
今日、消費者との信頼構築とその維持が非常
に重要な差別化要因となりつつあります。

　その結果、何が起こるのでしょうか？未来で
成功を収めるためには、何をどのように実施
すべきか、企業は事業活動のあらゆる側面を
見直す必要があります。ブランドを信頼し、関
心を持っている消費者に対し適切な技術と
卓越したコンテンツを優れた費用対効果で
提供すること、あるいはそれらにアクセスでき
るようにすることが極めて重要となります。そ
して、これらをうまく実践できる企業が多くの
ビジネスチャンスをつかむことになります。

　このレポートの作成は、当社にとって知
的好奇心を刺激する、とても有意義な経験
を伴うものでした。本レポートを読み進める
中で、私たちの経験を読み解いていただけ
ると幸いです。当社の調査結果や考察が、
貴社のビジネスにどのように関連し、活用
できるかについて、さらに詳しくお知りにな
りたい場合は各国のPwCチーム（32ページ
参照）までお問い合わせ下さい。
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はじめに: 新たなコンバージェンス（融合）の潮流

1

　業界を超えた融合がエンタテイメント・メディア、またテクノロジー
と通信業界において、再び勢いを増している。かつて、これらの業界
同士や業界内のサブセクターを分け隔てていた垣根が崩れつつあ
る。大手インターネットアクセスプロバイダーとプラットフォーマーに
おいては垂直統合、既存の巨大大手企業では水平統合が進んでい
る。以前は技術の提供や配信のみを行っていた企業が、コンテンツ
提供に乗り出している。印刷媒体とデジタル媒体、ビデオゲームとス
ポーツ、無線と有線のインターネット、有料テレビ放送とオーバー・ザ・
トップ（OTT）、ソーシャルメディアと従来のメディアの違いも、曖昧に
なりつつある。 
　全く異なる分野からビジネスを始めた企業の多くが、融合するエン
タテイメント業界のエコシステムの中で、消費者と直接関係を築くビ
ジネスモデルの構築を目指している。このような大きな変革により、こ
の巨大でグローバルな業界は、急成長を続けている （図表1参照）。

　これまでも、コンバージェンス（融合）が
急激に勢いを増すことはあったが、今回の
コンバージェンス（融合）は今までとは異な
るものである。その理由を説明するため、ま
ずは、今までに起きたコンバージェンス（融
合）の歴史を簡単に振り返ってみる。

　コンバージェンス（融合）の最初の潮流（コ
ンバージェンス1.0）は、1999年から2003年
の間に起きた。エンタテイメント・メディア業
界に新たなパラダイムの到来を告げるこのコ
ンバージェンス（融合）の動きは、メディアプ
ラットフォームの融合により、価値と業績の向
上を狙った従来のコンテンツビジネスと、配

信中心の企業との統合がその中核にあった。
 
　テレビ・ラジオ放送局のCBSは、有料テ
レビ放送局のViacomと合併した。通信事
業者のTelefónicaは、オランダのテレビ番
組『Big Brother』などを制作した、世界大
手のテレビ制作会社のEndemolを買収し
た。さらに、News　Corporationは、Hughes 
Electronics社所有の衛星放送サービス会
社、DirecTVを傘下に収め、自社の世界的
な映像配信ネットワークを拡充した。また、
過去最大規模の統合例としては、インター
ネットポータルのAOLとTime　Warnerの合
併が挙げられる。
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図表2: 全世界のエンタテイメント・メディア業界総収益においてデジタル分野が占める割合

出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook

全世界のエンタテイメント・メディア業界における
デジタル分野収益（予測）

全世界のエンタテイメント・メディア業界における
デジタル分野収益

デジタル分野の収益は、増加の一途をたどると予想される。
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図表１: 世界のエンタテイメント・メディア業界の収益（単位: 兆米ドル）
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出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook
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業界は、変革途上にあるが、安定した成長率を見せている。

2017年～
2022年の
年平均成長率

効果は出なかった。そのため、このような
再編の動きは次第に解消へと向かうこと
となった。

　そして経済不況のあおりを受け、中核
事業の伸び悩みが懸念されていた中で
始まった第二の潮流であるコンバージェ
ンス2.0は、企業全体の変革よりも垂直お
よび水平統合に比重を置いた穏やかな

　当時、これらの統合は、消費者リーチや
配信規模の拡大、技術力の向上、組織の
規模や効率化といった点で、大きな利点
を生み出すと考えられていた。しかし、戦
略面や運営面におけるシナジー効果の
予測は極めて楽観的過ぎた。文化の違い
や複数事業間の連携不足、戦略策定や
統合プロセスの失敗、市場の未成熟な状
況など、さまざまな要因により、期待した

ものだった。新規事業の創出への足がか
りをつくることよりも、バリューチェーンと
規模の拡大に重点を置いていた。2008
年にCBSがCNETを買収したのは、デジ
タルコンテンツと広告をポートフォリオ
に組み入れることによるポートフォリオ
強化が目的であった。2009年にDisney
は、コンテンツとキャラクタービジネスを
有するMarvel　Entertainmentを買収し
た。2011年にはケーブルTV会社である
Comcastが、ケーブルおよび放送ネット
ワークとTV、映画制作、テーマパークを
有するNBC　Universalの経営権を取得
した。Hearstは2011年、グローバル市
場での競争力を高めるためフランスの
Lagardèreを買収し、発行誌100誌を傘
下に収めた。これら再編の動きにより、業
界内でのポジショニングに劇的な変化は
起こらなかったものの、再編はおおむね
成功に終わっている。 

コンバージェンス（融合）3.0
　そして現在、コンバージェンス（融合）
の第三の潮流が到来している。それは、
過去の二つの流れとは根本的に異なる
業界の課題と動きによって推し進められ
ている。1990年代と2000年代にエンタ
テイメント・メディア業界を再編し始めた
企業の改革は、爆発的に広がり、今や業
界全体を動かしている。さらに、テクノロ
ジー企業と通信事業者は、エンタテイメ
ント・メディア業界のエコシステムに必
要不可欠なプレイヤーとなっている。ま
た、後述するそれぞれの動きにより、各プ
レイヤーは、収益源の多様化、バリュー
チェーンにおけるポジショニングの変化、
適切なビジネス規模の追求といったプ
レッシャー（とビジネス機会の創出）を受
けており、これらの動きを避けることはで
きない。その背景には、デジタル経済の
規模や範囲が10年前に比べ、桁違いで
大きくなり、市場におけるデジタル分野か
ら得られる収益の割合が、急速に拡大す
ると予測されているからである（図表2参
照）。
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変化を起こす原動力 
5つの基本的な原動力が変化を生み出して
いる（図表3参照）。

・ユビキタスな接続 :　技術およびブロード
バンドネットワークインフラへの継続的
な投資により、対象エリア、容量、帯域幅、
接続性能が向上し、消費者とデバイスの
常時接続が維持できるようになってい
る。このような発展を通し、直接デジタル
配信ができるようになり、ユーザーへの
多様なコンテンツ、顧客体験、そして、ア
プリの供給が拡大している。

・モバイルユーザー: デジタル分野への支
出額の増加に見られるように、全世界で
モバイルデバイスがエンタテイメント・メ
ディアコンテンツとサービスにアクセス
する主な手段になっている。コンテンツ
制作者や配信業者およびプラットフォー
マーは、従来の営業・配信方法ではなく、
モバイル上の体験を通じて、直接モバイ
ルユーザーにリーチして収益化を図る手
段を開発する必要がある。

 
・新たな収益成長源の必要性: エンタテイ

メント・メディア業界のエコシステムに属

今までの企業の収益源が
今後も続くとは限らない

消費者とデバイスは常時接続

モバイルデバイスは、
エンタテイメント・メディア
コンテンツとサービスに
アクセスする主要な手段

図表3: 変化を起こす5つの基本的な原動力 

出典: PwC

パブリッシャーよりもプラットフォーマー
が消費者の利用時間と支出の
増加による恩恵を享受

コンバージェンス
（融合）3.0

ユビキタスな
接続

モバイル
ユーザー

新たな
収益成長源の
必要性

価値は
プラット
フォームへ
シフト

パーソナライ
ゼーション

よりよい意思決定を支える
データアナリティクスと技術
が成功に不可欠

少数の要因が合わさり、新たなコンバージェンス（融合）が形成される。

する多くの業界が低成長、ゼロ成長、も
しくはマイナス成長の傾向を見せている。
英国の新聞社、米国の映画館、日本の出
版社、世界各国の雑誌社いずれの企業
においても、前年まで収益を生んでいた
事業が将来も同じ規模の収益を生み出
すとは限らないと認識するだろう。同時に、
通信事業者は、中核事業の停滞に直面し、
エンタテイメント・メディア領域の新製品
やサービス、体験に新たな成長の活路を
見出している。そして、エンタテイメント・
メディア業界のエコシステムに属する全
ての企業が、特にデジタル分野で新たな
収益成長源を開拓すべく競争を始めて
いる（図表4参照）。

・価値はプラットフォームへシフト:　エン
ターテイメント・メディアのデジタル化に
伴い、パブリッシャー（コンテンツ制作者
とパッケージャー）ではなく、ソーシャル
メディアとテクノロジー・プラットフォー
マーが、最も消費者の利用時間と支出
の増加による恩恵を受けることが多くな
る。プラットフォーマーが、広告や定期購
読、商取引における収益化に大きな影響
を持ち始めている。プラットフォーマー
は、コンテンツ制作においても、より顕著

コンバージョンス（融合）3.0は、

以前のコンバージェンス

（融合）の動きとは異なった

中核となるケイパビリティ、

ビジネスモデル、地域、

消費者行動と期待から

起きている。



な役割を果たしている。同時に、映像の
領域では、多くのパブリッシャーは独自の
プラットフォームに投資し、技術やデータ、
デジタル配信の強化を目指している。 

	
・パーソナライゼーション:　番組編成者や

編集者が選ぶ万人向けのエンタテイメン
ト・メディア体験をもはや、消費者は求め
ていない。広告主も同様である。その結
果、コンテンツ制作、配信、顧客体験や収
益化に関する意思決定を支えるデータア
ナリティクスと技術が、エンタテイメント・
メディア市場で成功を収めるうえで重要
性を増している。

　これらの原動力は、コンバージェンス（融
合）3.0が、以前のコンバージェンス（融合）
の動きとは異なった、中核となるケイパビリ
ティ、ビジネスモデル、地域、消費者行動と
期待から起きていることを意味する。デジ
タル市場の成熟度と継続的な成長を考え
ると、この第三の潮流は、業界により発展的
な影響をもたらしながら、今後長く続くであ
ろう。そのうえ多くの企業が、従来の中核事
業においてどのような強みがあろうと、コン
テンツ、アクセス、配信、グローバル展開、技

図表4: 全世界のインターネット広告とTV放送広告収入（単位: 十億米ドル）

インターネット
広告収入
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2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

TV放送
広告収入
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出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook

予測データ

TV広告といった業界では、業績の伸び悩みを補うために、新たな収益成長源が必要となる。

8.7%

2017年～
2022年の
年平均成長率

2.3%

2017年～
2022年の
年平均成長率

術、顧客体験、顧客との関係性、そして収益
化など複数の分野での競争を余儀なくされ
る。

　今までのコンバージェンス（融合）の動
きの中でエンタテイメント・メディア業界に
参入し、より洗練したアプローチを行う企
業も現れている。2018年2月、Telefónica
は、Movistar+の有料放送部門を通じ、欧州
と中南米の13カ国を対象に、新チャンネル

「Movistarシリーズ」で、12のオリジナル番
組をスペイン語で放映すると発表した。腺
ペストが大流行する16世紀スペインを舞
台にした歴史犯罪ドラマ『La　Peste（ペスト）』
などのオリジナル番組に加え、第三者が制
作する映画や番組、ドキュメンタリーも放映
する予定だ。そして、同社の携帯電話加入
者の1億1千万人も、もちろんアクセス可能
なしくみとなっている。

	 はじめに : 新たなコンバージェンス（融合）の潮流	 7 
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さまざまなコンバージェンス（融合）

2

　「グローバルエンタテイメント＆メディアアウトルック」において明ら
かになったように、最大手のテクノロジー企業と通信事業者は、かつ
てないほど急速に、かつ大規模に、エンタテイメント・メディアに関す
る資産の獲得と統合を進めている。PwCの『TMT　Deals Insights』
によると、2017年のエンタテイメント・メディア企業と通信事業者の
買収件数は29%増加し、876件に上った。しかし、さらにあらゆる規
模、あらゆる地域の企業が、垂直統合、水平統合、多様化と呼ばれるよ
うな戦略的取り組みを進めている。エンタテイメント・メディア企業、テ
クノロジー企業、通信事業者にとって、これらの取り組みは、顧客体験
獲得に必要不可欠であると考えられるからだ。
　また、テクノロジー企業と通信事業者は、コンテンツがあらゆる地
域で、あらゆるデバイスを持つ消費者に高い頻度でアプリを使っても
らうことを通じ、彼ら・彼女らとの結びつきを強化できることと、コンテ
ンツプロバイダーも消費者と直接的な関係を築くことができる大きな
将来性を秘めていることを強く認識している。

　企業によって、その企業特有のビジネス
目標は異なる。Amazonではeコマース、クラ
ウドサービスであり、広告の比重も高まって
いる。Appleにとってはデバイスである。通
信事業者においては、高品質の通信接続環
境、またその関連サービス（定額サービスを
含む）広告である。いずれも根底にある狙
いは、最終消費者と直接関係を築くことによ
り、さまざまな方法で彼ら・彼女らとのつな
がりやロイヤルティから収益を生み出せる
ようにすることである。

　これらの動きは、メディア、アクセス、ビジ
ネスモデル、地域という4つのコンバージェ
ンス（融合）に分けられる。

メディアにおけるコンバージェンス（融合） 
　コンバージェンス（融合）は、メディア業
界の内部で起きており、コンテンツプロバ
イダーと配信業者はこれまでにない予期し
ない形で互いに結びついている。実際、配
信媒体による違いはなくなりつつある。新
聞の一連の報道は、映像、音声、文字情報
全てデジタルフォーマットで配信されてい
る。映像の区別も曖昧になっており、スタジ
オ（Lionsgateなど）制作の作品、有料放送
ネットワーク（TNT、AMC、HBOなど）制作の
作品、ビデオストリーミング会社（Netflix、
Amazon、Huluなど）制作の作品の差がなく
なってきている。 
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出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook
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図表5: 全世界のデジタル音楽ダウンロードに関する収益と
デジタル音楽ストリーミングに関する収益（単位: 十億米ドル）

全般的に音楽の収益は、増加を続けているが、需要は、コンテンツのダウンロードから
オンデマンドストリーミングへと変化している。
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　ビデオ・ストリーミング・サービス、テレビ
局、通信事業者、ソーシャル・メディア・プ
ラットフォーマーは、スポーツのライブ中
継の配信権の獲得をめぐり、競争を繰り広
げている。最近の例では、BTによる英国の
サッカープレミアリーグに関する放映権取
得、米国でのAmazonによるNFLのサーズ
デイナイトフットボールのストリーミング配
信、Facebookによるメジャーリーグ25試合
の自社のプラットフォームでの独占配信な
どがある。Twitterは、豪州の名門競馬メル
ボルンカップをライブストリーミング配信
し、Time　Warnerは、近年、新しいスポーツ
専門ビデオ・ストリーミング・サービスである
B/R（Bleacher　Report）ライブの立ち上げの
ため、欧州サッカー連盟主催のUEFAチャン
ピオンズリーグのビデオ権を獲得した。 

　競争が激しい他の領域においても、同様
のコンバージェンス（融合）が起きている。
テレビ局、通信事業者、テクノロジー企業、
OTTサービス事業者や映画スタジオが、消
費者に幅広いビデオコンテンツを提供しよ
うと競いあっている。ラジオ局やポッドキャ
スト会社、音楽ストリーミングサービス会社

も、オンデマンドのオーディオコンテンツを
ユーザーに提供すべく、競争を続けている

（図表5参照）。GoogleやClear Channel、ア
ドテック企業はデジタル・アウト・オブ・ホー
ム・サービスの提供で競争している。

アクセスにおけるコンバージェンス（無線/有線）
　通信業界においても、5Gサービスの大
規模展開に向けてコンバージェンス（融合）
が進行中だ。消費者による常時接続が求め
られる中、従来の有線、無線、ケーブル、衛
星といった分類は無意味となるだろう。複
合的な映像配信運営企業（ケーブルテレビ
の統括運営会社＜MSO＞、ケーブルテレ
ビ会社、衛星テレビ会社）は、ワイヤレス再
生サービスを立ち上げている。通信事業者
は、衛星やケーブルテレビの統括運営会社
を買収している。どの企業も放映・配信の構
築と買収を続けている。公共の場では、どこ
においてもWi-Fiホットスポットが利用でき
るようになってきており、モバイルデータ使
用量は、増加が予測される（図表6参照）。
また、5Gが拡大するにつれ、有線ブロード
バンドは、無線通信との競争激化に直面す
る。言うならば、5Gは、エンタテイメント・メ

配信媒体による違いは

なくなりつつある。

新聞の一連の報道は映像、

音声、文字情報全て

デジタルフォーマットで

配信されている。



10	 グローバルエンタテイメント&メディアアウトルック  2018 –2022

図表6: 全世界の有線ブロードバンドとスマートフォンのデータ消費量比較（単位: 十億メガバイト）
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スマートフォン、有線ブロードバンドともに、データ消費量は急増しているが、2020年までに
スマートフォンのデータ消費量が、有線ブロードバンドの消費量を上回る見込みである。

スマートフォンのデータ消費量が
有線ブロードバンドデータの
消費量を上回る

出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook
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を購入したり、Amazon　Prime会員が、アル
ゴリズムによって勧められた映画をダウン
ロードし、Instagramユーザーが、ファッショ
ン情報のフィードをスクロールし、好みのブ
ランドのビデオを見てアプリを通じて購入
するように、一人のユーザーのちょっとした
行動や印象が即、商取引につながる。 

　特に、出版業界のようにターゲット層を絞
り込んだ業界の企業において、定額サービ
スやライブイベント、eコマース、ライセンス
供与、消費者製品など、消費者に直結する
収益の増加に向けたコンバージェンス（融
合）が見られる。

　ビジネスモデルと新たな収益源について
は第4章15ページ目の最初で詳しく述べる。 

地域におけるコンバージェンス（融合）
　最大手企業は世界市場でのコンバー
ジェンス（融合）を進めている。これは成功
のための必須条件ではないが、新たな国へ
の参入コストは下がっており、新規市場に
魅力的な成長機会を見出すことができる。

　オンライン決済やモバイル決済を手が
けるAliPayやWandaなどの中国企業は、欧

ディア関連の提供サービスにおいて主要な
成長の原動力としての役割を果たすことに
なるだろう。通信速度と品質、安定性の向上
は、モバイルゲームなどの分野でプラスの
効果をもたらし、企業は、さらに多くのライ
ブ映像とともに、没入体験型バーチャルリア
リティ（VR）や拡張現実（AR）といった体験
を提供できるようになる。

ビジネスモデルにおけるコンバージェンス
（融合）  
　興味深い現象の一つに、当初全く異な
る業種と収益モデルでビジネスを始め、
現在大成功を収めている企業が、類似し
たマクロビジネスモデルに融合しているこ
とが挙げられる。Amazonの主要事業が、イ
ンターネット小売業、Disneyが、コンテンツ
制作であることを考えてみるとよい。また
Netflixは、郵送DVDレンタルからスタート
し、Appleは、PCやモバイル機器で台頭した。
そして今日、これらの企業は、いずれもコンテ
ンツ制作や配信、販売業者として事業を行っ
ている。

　コンテンツ、広告、eコマースの間におい
てもコンバージェンスが起きている。ビデ
オゲームのプレイヤーが、アバターの備品

州市場に積極的に参入している。全米バス
ケットボール協会（NBA）もリーグパスの販
売を世界規模で拡大するため、ロンドンと
メキシコシティでの試合数の増加、中国と
インドでの観戦者数獲得に乗り出している。

（“NBA Commissioner Adam Silver Has a 
Game Plan,” by Christopher Vollmer and 
Daniel Gross, strategy+business , Apr. 30, 
2018参照） 

　Netflix（190カ国）とAmazonは、ビデオス
トリーミングのグローバル展開を進めてい
る。映画館運営のAMCは、最近、サウジアラ
ビアに第一号館をオープンし、2030年まで
に100館に増やす計画だ。今日グローバル
事業展開は巨大企業だけのものではない。
Axel　Springerが所有するスタートアップの
ニュースサイトBusiness　Insiderは、英国、
ドイツ、南アフリカ、インド、イタリア、マレー
シア、日本の他、複数の国々に向けて展開さ
れており、現地の言語で配信されているも
のもある。
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スーパーコンペティターと適切なビジネス規模

3

　コンバージェンス（融合）が進むにつれて、将来のエンタテイメ
ント・メディアのエコシステムは、どのようになるのだろうか？という
疑問が生じる。コンバージェンス（融合）を推し進めたその先には、
スーパーコンペティターが生まれているだろう。一握りのグローバル
企業が、類似したビジネスモデルに融合する。そして彼らは、コンテ
ンツ、商取引、広告、コミュニケーション、潤沢な資金を、一つの企業
の傘下で統合しているはずである。それぞれの企業は、顧客との関
係、消費、活動のあらゆる側面で独自のエコシステムを作り上げ、排
他的な支配を固めていくだろう。

　2000年代初頭、インターネット企業は、
独自の体験やコンテンツをネット上の限ら
れた空間内で提供していた。そして、彼らが
作り出したこの環境は、「塀に囲まれた庭」
に例えられていた。スーパーコンペティター
は、この概念を洗練させ、塀に囲まれた「庭」
を「サバンナ」にまで効果的に広げ、消費者
が選択肢や範囲の制限を感じることなく自
由に楽しめる環境を作っている。例えば、コ
ンテンツや商取引、コミュニケーション、膨
大な資金を合わせ持つAmazonやTencent
のビジネスの在り方は、東西の巨大企業の
バランスがとれたこの世界で、彼らのグロー
バルな拡大を可能にしている。

　プラットフォーマーが、エンタテイメント・
メディア業界のエコシステムにおいて、よ
り大きな役割を果たすと予想される。規模
の拡大は十分であるが、現時点ではプラッ
トフォーマーと見なされていない企業は、
合併や統合を進め、新たなスーパーコンペ

ティター集団が生まれるだろう。競争を選択
した大企業は、さらなるビジネスの深堀が
必要になるだろう。Time　WarnerのAT&T
への売却の決断や2017年12月のDisney
による21st　Century　Foxのメディア事業買
収の決断（Comcastは、Foxが株式の39%を
所有するSky TVを買収することにより、これ
を阻止しようとした）、現在進行中のCBSと
Viacomの間の合併交渉などは、このような
考えに基づくものである。

適切なビジネス規模
　他の業界と同様、全てではないにしても
エンタテイメント・メディア業界のほとんど
のセグメントで熾烈な競争を勝ち抜いたグ
ローバルのスーパーコンペティターが市場
を支配する中、小規模のエンタテイメント・
メディア企業が競争に生き残り、効果的に
勝ち抜くためには何ができるだろうか？世界
規模で拡大する競争に参加しなくとも戦える
方法はあるのだろうか？
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スーパーコンペティターの

台頭は、コンテンツを買い、

スタートアップに投資し、

買い手としてビジネスの

成熟に貢献する潤沢な

資金を有する市場参入者を

生み出した。

　今年度の「グローバルエンタテイメント＆
メディアアウトルック」も踏まえた上でのこ
の問いに対する私たちの見解は、イエスで
ある。このエンタテイメント・メディア業界
は、スーパーコンペティターが、ビジネスの
規模を拡大し続ける中で、残り全てがニッ
チプレイヤーになるというわけではない。
あるいは、大規模を目指すか、守勢のニッ
チに甘んじるかの二者択一を迫られるわ
けでもない。すなわち求められるのは、ユー
ザー、広告主やビジネスパートナーが満足
するような消費者リーチや他社に負けない
訴求力を持ち、適切な規模のビジネスを構
築することである。

　結果として、スーパーコンペティターの台
頭により、コンテンツを買い、スタートアッ
プに投資し、買い手としてビジネスの成熟
に貢献する潤沢な資金を有する市場参入
者が誕生した。Amazonが、2014年Twitch
に 支 払った 額 は 9 億 米ドル にの ぼる。
Netflixが、あらゆる規模の制作会社やスタ
ジオ、エージェンシー、クリエイターを対象
にコンテンツを求めて投資する額は、2018
年には80億米ドルに上る見込みだ。

　さらに広い視野で見ると、コンバージェ
ンス（融合）は、競争の性質を変化させてい
る。成功する企業は、ユーザーとの直接的
な関係づくりに目を向けている。ビジネス
におけるファンとの結びつきの構築、充実
した顧客体験を提供するためのデータの
活用、説得力のある広告の作成、顧客のロ
イヤルティ向上、そして、質の高いコンテン
ツがもたらす結びつきの強化に注力して
いる。このような動きは、巨大企業だけとは
限らない。実態は、全く異なり、さまざまな
面で、コンバージェンス（融合）が繰り広げ
られる世界において、極めて重要なファン
ベースのユーザー開拓には、中小企業の方
がむしろ有利かもしれない。

　メディアの世界において、Activis ion 
BlizzardやWWE、Barstool　Sportsのような多
様性のある企業は、繁栄している。なぜなら、
極めて質の高いコンテンツ体験を創造し、
ユーザーとの確実かつ直接的な関係を築

き、複数の方法で収益化できるからである。

　フードネットワークとHGTVを有する
Scripps　Networkは、Discovery　Channel
やAnimal　Planetで有名なDiscoveryに
自社を売却した。この合併の背景には、ノ
ンフィクション、ノンスクリプトのビデオエ
ンタテイメント分野での規模拡大がある。
MeredithがTimeを買収したことも、雑誌

『Time』や『Fortune』の取得が目的では
ない(事実、これらの事業は売却している)。

『InStyle』や『People』といった女性層が
ターゲットのライフスタイル雑誌を『Better 
Homes &　Gardens』などの補完ブランドと
して取り込むことが、目的である。どちらの
例も、二社の合併で生まれるライフスタイ
ルジャンルは、熱狂的なファンを引きつけ、
女性層を中心にその規模を拡大できる。合
併により、より多くのユーザーについての自
社保有のファーストパーティーユーザーに
関するデータの集成が可能になるだけでな
く、広告やeコマース、製品ライセンスのビ
ジネスパートナー企業としての魅力が増す
ことになる。

　他の例として、Alticeは欧州、中東、米国
におけるケーブルシステムに的を絞り、巨
大で勢いのある企業として頭角を現した。
New　York　TimesとWashington　Postは、
有料デジタル版購読者を急速に増やして
いる。また、2018年4月、Imaxは、これまでと
は異なる全く新しい概念に基づいた劇場を中
国で多数オープンさせる契約を結んだ。 

　一つの市場で適切な規模のビジネスを
構築することで、巨大なプラットフォームを
超えた今までになかった広告や販路を開拓
し、複数のビジネスを発展させることができ
る。オランダの企業Talpaは、一つのテレビ
放送局の下に、複数の音楽ラジオ放送局、
自社の音楽ストリーミングサービス（Juke）、
複数のオンラインサイト、テクノロジープ
ラットフォームDiffrntを統合した。
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の加入者数は、180万件に達している。音
楽ストリーミングの巨大企業であるSpotify
の定額サービス加入者数は、9,200万から
9,600万件にのぼる。

　これらのビジネスの規模は、絞り込まれ
たニッチなものに見えるかもしれない。しか
し、かなり守勢のニッチな業界においても、
まだ成長の余地がある。個人に合わせた
エクササイズバイクとサービスを提供する
Pelotonは、週7日24時間接続されたデバイ
スにインドアのサイクリングクラスをライブ
配信している。同社は、適切な規模で、融合
するメディアデバイスビジネスを大きく成
長させた。60万人いる契約者の年間の解
約率は、たった0.3%で、8,000回のエクササ
イズクラスが、オンデマンドで配信されてい
る。ワインや煙草、スピリッツといった酒を
好む高級志向の男性向けライフスタイル・
メディア・ブランドのM.Shankenは、「Wine 
Spectator」「Cigar　Aficionado」「Whiskey 
Advocate」などの購買目的のインターネッ
トサイトのネットワークを構築している。

熱烈な中核となるファン集団の育成
　この考え方のカギは、C h r i s t o p h e r 
Vollmerが2017年の『Strategy+Business』
の記事「How　to Make Entertainment and 
Media Business ‘Fan’-tastic（エンタテイメ
ントとメディアビジネスを<ファン>タスティッ
クにする方法）」で指摘したとおり、コンテン
ツおよび企業とのかかわりに時間、関心、
お金を注ぐ中核となるユーザー、すなわち、
ファンに注力することにある。選択肢があ
ふれ、人々の関心が移りやすいこの時代に
おいて、熱心なユーザーの価値は非常に高
い。

　21st Century Foxは、エンタテイメントに
関する資産全般のDisneyへの売却を図る
中で、二つのファン層に的を絞った「新しい
Fox」を作ろうとしている。その二つとは、ラ
イブスポーツとニュースである（Foxニュー
スは、米国の中でも非常に熱心なユーザー
コミュニティーを抱える）。

　エンタテイメント・メディア業界において
ファンに焦点をあて、スーパーコンペティター
が君臨する時代に、大成功を収めている企
業が他にも存在する。プロレス興行会社大手
のWWEの提供するストリーミング・ビデオオ
ンデマンド・サービス「WWE　ネットワーク」
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ブランド化されたビデオ、

記事、音楽や

ポッドキャストは、それを

作り出したファンに

最も視聴され、閲読される。

関連するケイパビリティ
　適切なビジネス規模を築くにはどのよう
なケイパビリティが必要だろうか？私たちの
調査と業界経験から三つの重要な要素が
見えてくる（図表7参照）。

・品質の担保と消費者との結びつきを生
み出す力：　高品質で独自性のあるコン
テンツの作り手として成功する企業は、
自社が扱う題材に情熱を持ち、消費者や
ファンに高品質な体験を届けようとする
真の専門家である。その結果、顧客にブ
ランドと紐づいたアイデンティティーとコ
ミュニティーの感覚をもたらす。

・リーチし難い高い価値のある消費者を狙う:
成功している企業は、他社が関心を焚き
つけ、引き込み、集めることが困難な、高
い価値のある消費者に焦点を当てたコン
テンツとユーザー体験を提供している。
彼らは、このような消費者に効率的かつ
効果的にリーチし、活発なファンコミュニ
ティーを形成させる。その結果、濃密な
ユーザー／ファンの集団を作ることがで
きるのだ。消費者の多くは、ロイヤルティ
の高いファンを自負し、ブランドとコンテ

ンツ体験を他者に勧めるようになり、さら
に有機的な成長が促進される。

・ブランドとユーザーの期待の双方に一貫
性を持つコンテンツと広告の提供 : 特定
の体験、的を絞ったテーマやファンコミュ
ニティーに焦点を当てた広告やコンテン
ツは、一貫性があってブランドとしての安
心感があり、適切な文脈で目に留まる可
能性が高くなる。また、ブランド化された
ビデオ、記事、音楽やポッドキャストは、そ
れを作り出したファンに視聴され、閲読さ
れることも確かである。つまり、自社が提
供するコンテンツを消費する客層をとら
え、彼ら・彼女らの関心や好みに対応する
ことで、契約者数と広告の両面において
利益をもたらす。

 表面的には、スーパーコンペティターが世
界を席巻し、全ての成長を取り込んでいる
かに見える。しかし、よく見てみると、そうし
た巨大企業の下に、ターゲットを絞り込ん
だ比較的小規模な企業が、豊かな収益源
を掘り当てる余地があることが分かる。

図表7: 適切なビジネス規模を築くためのケイパビリティ

出典: PwC

コンテンツと広告において
ファンの関心や好みに対応
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顧客にブランドと紐づいたアイデンティティと
コミュニティの感覚をもたらす

適切な
ビジネス規模

コンテンツと体験の狙いを
高い価値のある消費者に照準
を合わせ、他社が囲いこめない
客層を引き込み、ロイヤルティ
の高いファンにする。

品質の担保と
消費者との
結びつきを
生み出す力 

リーチし難い
高い価値のある
消費者を狙う

ブランドとの
一貫性がある
コンテンツと
広告の提供



	 ビジネスモデルの再構築	 15 

ビジネスモデルの再構築

4

　データを掘り下げて見ていくと、違和感を覚える。エンタテイメン
ト・メディア業界全体の収益は、経済成長とともに伸び続け、小売や
一般消費財業界と似た動きを見せている。その反面、安定している
ように見える収益の陰で、業界のサブセクターや地域によっては、膨
大な量の解約が起きるなど、収益の振れ幅が激しく変動している。
このような状況により、企業は、ビジネスモデルの再考と再構築が急
務であると考えるようになっている。全ての国のバリューチェーンの
至るところで、企業はどの分野でどのように収益を上げるのか、エン
タテイメント・メディア業界のエコシステムの中でどのような役割を
担うのか再考を迫られている。

 広告を例に取ってみよう。全世界でマーケ
ティングに対する支出は、特にデジタル分
野において増加している。その一方で、広告
を中心とした既存のビジネスモデルによる
成長の可能性に対し、懸念が広がっている。

・デジタル広告においては、Goog leと
Facebookの二大巨頭が米国のマーケッ
トシェアのおよそ57%を占めている。こ
のダイナミックな動きの中で、数年前に
は好調だったBuzzFeed、Vice、Mashable
など多くのデジタルパブリッシャーが、
かつて達成可能だった広告収益目標
額を達成できず苦戦している。2016
年には2億5千万米ドルの企業価値を
誇ったMashableであるが、2017年11
月には5千万米ドルに暴落している。ま
た、Gothamistのようなローカルニュース
サイトを所有していたDNAinfoは、閉鎖
に追い込まれている。 

・テレビ広告においては、プライムタイム
の番組に多くのCM枠が詰め込まれるの
が常であったため、視聴者を遠ざける結
果となってしまった。よってTV局は、CM
の数を減らし、広告の形態を見直してい
る。例えば、NBC　Universalは2018年2月
にプライムタイムの番組に挿入するCM
の時間を10%削減し、CM枠の数を20%
減らす計画を発表した。 
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図表8: 全世界の音楽業界の収益に占めるストリーミングの割合と
ホームビデオ業界の収益に占めるOTTの割合（%）

予測データ

ストリーミングの増加により、収益の柱が広告から定額サービスへと変化している。
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出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook

消費者マーケティングの多く

のセグメントにおいて、現在

消費者に直結するマーケティ

ングと、ブランドに直結するマ

ーケティングが主流となって

おり、企業はそれらの施策を強

化するためにメディア関連の

ケイパビリティを確立しようと

している。

・広告のスキップとブロックは、企業に大き
な衝撃をもたらしている。消費者は広告
を見たくなければ、ブロックツールを使っ
て自由に広告をブロックしたり、録画した
番組を早送りすることでCMを飛ばしたり
もできる。単純にCMの時間に他のことを
している消費者も少なくないだろう。この
ような消費者の行動を踏まえ、2018年
2月にGoogleはユーザーにとって煩わし
く、迷惑なオンライン広告から彼ら・彼女
らを保護するため、Chromeブラウザーに
広告ブロッカーを組み込むと発表した。 

・消費者マーケティングの多くのセグメ
ントにおいて、消費者直結型のビジネ
スモデルが主流となっている。その一方
で、ブランド直結型のマーケティング、eコ
マース、メディア関連のケイパビリティの
強化は、メディアと広告に対する波及効
果を生んでいる。実際、実店舗やマス広告
に頼らないデジタルファーストのブティッ
クブランドが存在感を増している。Dollar 
Shave Club（剃刀）やCasper（マットレス）、
Warby Parket（眼鏡）、Away　Travel（旅
行）、Birchbox（美容）Everlane（アパレル）

やHonest、Company （家庭用品）といっ
た企業は、テレビやラジオ、新聞、デジタ
ル出版物への広告を控え、ソーシャルメ
ディア、e-コマース、およびオウンドメディ
ア向けにコンテンツを開発することに注
力している。Amazonは、プライムショッ
ピングのプラットフォームを活用した消
費者向け広告を事業の柱へと押し上げ
た。JP　Morgan　Chaseの試算によると、
Amazonの2017年の広告収入は45億米
ドルに上るとされる。 

・ストリーミング・ビデオ・オン・デマンド
（SVOD）とOTT定額サービスの台頭。 
NetflixやAmazon　Prime、NBC　Sports 
Gold　Cycling　PassやNBA　League　Pass、 
HBO Now、Hulu、CBS All Accessなどの
SVODとOTTの定額サービスは、ビデオエ
コシステムの中で最も急速に成長する分
野である。これらは、基本的に広告とは無
縁であり、高所得者層の世帯を中心に、
プレミアムビデオ視聴を行う比率が月を
追うごとに高まっている（図表8参照）。 
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ユーザーによる課金頻度の向上
　ユーザーの期待に沿ったビジネスの再
構築を行うことで、課金頻度があがり、収
益も向上する。ビデオゲーム会社Ubisoft
は、同業のActivision、EA、Take-Twoと同
じく、毎年、新たな大作をリリースする戦
略から『Assassin’s Creed』やTom Clancyの

『Rainbow　Six　Siege』などのフランチャイ
ズ作品をライブ・デジタル・サービスとして
提供、再構築する戦略へと変更した。例え
ば、『Assassin’s　Creed』のプレイヤーが支
払う4.99米ドルの「Unicorn Mount」など、
Ubisoftが「ゲームプレイヤーによる都度課
金」と呼ぶゲーム内のマイクロトランザク
ション（少額課金）の取引額は、2018年度
に87%の成長を見せており、現在、同社の
総収益の27%を占めている。

メディアを通じたブランドの拡張による新たな
収益源の確保
　BuzzFeedのグルメブランド「Tasty」はソー
シャルメディアのInstagram（1,700万
フォロワー）やFacebook（9,400万「いい
ね」）、YouTube（600万視聴者）での大規模
なファンを基盤としたマルチメディアによる
収益増を実現しており、現在では著者の名
前を冠したベストセラー料理本の発行や、
WalmartでのTastyブランドのキッチン用
品展開にまで進出している。

会員制の促進
　企業は、会員制を採用することで、特別
なメディア体験、特典、商品やサービス提
供が可能となる。New　York　Times社では
2014年に91万件だったデジタル版定額
サービスが、2017年に264万件に急増し
た。ロイヤルティーが高いファン層は、旅行

（New　York　Times　Journeys）や製品紹
介サイト（2016年に買収したウェブサイト
のWirecutter）、イベント（New York Times
カンファレンスや会員対象イベントである
Times Talks）など消費者向けのさまざま
な商品・サービスの収益化の魅力的なター
ゲットとなっている。

新たな収益源の確保
　このような破壊的な動きが予想される
中、 エンタテイメント・メディア業界の企
業、特に、現在、広告収入を主な収益源とし
ている企業にとって、新たな収益源の確保
が最重要課題であることは、驚く話ではな
い。実際、企業は、新たな収益源を確保する
ためのさまざまな戦略を模索している（詳
しくは”The Revenue Stream Revolution 
in  Enter ta inment  and Media ,”  by 
Christopher Vollmer, strategy+business , 
May 7, 2018参照）。以下において、いくつか
のアプローチを具体例とともに紹介しよう。　

配信先の最大化
　既存の中核ブランドや製品、知的財産を
自社やパートナー企業が運営する新しい販
路やプラットフォームを通じて収益化し、商
圏の最大化を図る取り組みを始めている。
HBOのオンデマンドサービス「HBO　Now」
は3年弱で500万件の加入者を獲得した。
2014年秋にはテレビ局の定額ビデオサー
ビス「CBS All Access」 （CM付毎月5.99米
ドル、CMなし毎月9.99米ドル）がデビュー
している。このサービスは『Star　Trek：
Discovery』や『The　Good Fight』（CBSの人
気ドラマ『Good　Wife』のスピンオフ）など
の独占オリジナル番組に支えられ、一年間
で加入数を約50万件増加させ、250万件の
加入者を獲得するまでに至っている。

新たな広告手法の開発
　SkyのAdSmartプラットフォームは、プ
ラットフォームにアクセス可能な世帯（ター
ゲット層の世帯）を対象に、視聴者の世代
や地域、購買傾向や行動特性に合わせた
CMを放映している。視聴する番組は同じ
であっても、届くCMが世帯によって異なる
仕組みである。Skyは、広告主が的確にター
ゲットを絞り込めるよう、「スポーツカー
ファン」「高級志向の旅行者」など1,200以
上の視聴者セグメントを作成している。広告
料金は、従来の枠に比べて最大8倍と高額で
ある。 

新たなエンタテイメント・メディア市場にお
ける収益の展望
　eスポーツは、次世代の大規模な収益源
として、ビデオゲーム会社とスポーツエン
タテインメント企業から熱い視線を注がれ
ている （“Video Gaming Levels Up into a 
Sport” by Bob Woods, strategy+business , 
Apr.23,2018参照）。中国のインターネッ
ト企業Tencentの子会社、Riot　Gamesが、
オンラインゲームの代表作である北米リー
グ・オブ・レジェンド・チャンピオンシップ・
シリーズ（NALCS）に、フランチャイズのし
くみを導入した他、Activisionは、アクショ
ンシューティングゲームの「Overwatch」の
プロリーグを設立、Electronic　ArtsはNFLの

「Madden」とFIFAのフランチャイズとして
eスポーツ大会の開催を企画している。

積極的な世界進出
　2012年から2017年の間に企業規模が
10倍に成長したNetflixは、現在190カ国に
て視聴可能であり、今や海外の視聴者は、
6,280万人と、本国での契約者数5,480万
人を上回る。Netflixは、コンテンツをグロー
バルに向けて発信する際、どの言語にお
いても2 , 0 0 0 近くの「テイストコミュニ
ティー」（ある特定のコンテンツの熱狂的
な視聴者集団）に対してコンテンツの訴求
力があるかを調査している。 

ビジネスモデルイノベーションの継続 
　広告収入が減少し、新たなエンタテイメ
ント・メディアにおけるビジネスモデルを生
み出そうとする動きが続く中、このイノベー
ションの潮流へのプレッシャーはなくなりそ
うにない。新たな収益源を創出し、次世代
の中核事業へと育てる業界横断での取り組
みは、まだ始まったばかりかもしれないが、
技術の進化こそが、その取り組みを加速す
る要素の一つになると言えるだろう。  
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新たな技術－新たな競争の場

5

　技術の進化によって、エンタテイメント・メディア業界のあらゆるセ
グメントにおいて個人の好みに合わせた低価格のコンテンツの提供
が可能になりつつある。
　これはつまり、バリューチェーンのあらゆる場面におけるプレッ
シャーが高まり、コスト効率が悪い企業は締め出される一方、eスポーツ
などの新しい形態のビジネスに道が開かれることを意味する。コスト
効率は、エンタテイメント・メディア業界のあらゆる企業にとって生き
残りをかけた重要な要素である。すでに、従来のコスト構造でビジネ
スを行うコングロマリットの多くが、異なるコスト構造のライバル企業
との競争に直面しており、コスト効率を高める先端技術への投資を
急いでいる。 

データアナリティクスと
導き出されるインサイト

ビジネスモデルとケイパビリティが変化す
るにつれ、データアナリティクスが、エン
タテイメント・メディア業界において重要
な役割を担うことは明らかである。コンテ
ンツや広告、その他の体験を適切なター
ゲット・ユーザーに適切なタイミングと文
脈で配信するケイパビリティこそ投資対象
として優先度が高いにもかかわらず、まだ
そのレベルまで到達していない企業が多
いのが実情である。

エンタテイメント・メディア企業が新しい
収益源を求める今、自社で保有している
ファーストパーティーデータは、最も価値

が高い資産と言えるだろう。ノルウェーの
メディア企業であるSchibstedは、広告に
誘導されたユーザーが、定額サービス購
入者になる可能性についての予測モデ
ルを開発した。訪問回数などのファースト
パーティーの購買シグナルを分析し、各
ユーザーが、定額サービス購入者になる
可能性を高、中、低とスコア化し、評価す
る。その評価結果を踏まえ、Schibstedは、
ユーザーが定額サービス購入者となるべ
くユーザー体験を創出する仕掛けを設け
る（例えば、有料コンテンツに行き着く前
に、より多くのコンテンツを設けて誘導
を図る）。このモデルのもとでは、平均的
なユーザーに比べ、定額サービス購入に至
る可能性が3～5倍に上昇することが判明
している。

最新技術の影響により、あらゆるメディアの運
営においてデータアナリティクスの重要性と

確実性が増している（上記、「データアナリティ
クスと導き出されるインサイト」の項を参照）。
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図表9: 主要な8つの技術「エッセンシャル8」

出典: PwC

IoT

ロボット AR（拡張現実）

ドローン VR
（バーチャル
　リアリティ）

3Dプリント ブロックチェーン

AI（人工知能） 

エンタテイメント・メディア企業のみならず、全ての企業が、これらイノベーションを
考慮せねばならない。

主要な
8つの技術

を用いた新たなターゲットツールを採用
すると述べている。 

・ゲーム会社各社は、航空業界が座席販
売でチケット収益を最大化する手法にな
らい、ユーザーの需要データを活用し、
課金アイテムの価格を大胆に調整してい
る。また、都度、プレイヤーの状況を分析
し、いつ、どこで、どのようにユーザーに対
してアイテムの販促を仕掛けるかの判断
を行っている。 

・メディア企業も他の業界と同様に、音声
制御やチャット・ボットなどの分野で人
工知能（AI）の試用を始めている。本格的
な製品化が進み、2018年現在、Amazon 
Web　Services、IBM、Googleなどの企業

PwCが考える「主要な8つの技術」
　PwCは、150以上の先進技術を分析し、
8つの技術を「エッセンシャル8」として位置
づけている。これらの技術は、エンタテイメン
ト・メディア業界のみならず、全ての業界が、
技術戦略を立案するうえで検討対象としな
ければならない技術である（図表9参照）。

　それぞれエンタテイメント・メディア業界
において重要な役割を担うものばかりであ
るが、その中でも人工知能（AI）が中心的存
在となることは間違いない。続いて、ARおよ
びVRが補完的な役割を担い始めており、4
番目に当たるブロックチェーンの導入も検
討されつつある。 

　人工知能（AI）は、エンタテイメント・メ
ディア業界に属する全ての企業に大きな影
響をもたらし、業界の新たな競争の場とな
るだろう。人工知能（AI）と消費者との結び
つきや、AIが消費者に満足をもたらす代表
的な例が、Netflixの「おすすめ作品」を提
示するアルゴリズムである。だが、数年のう
ちにより多くの通信事業者が、有料テレビ
放送やスマートホーム製品・サービス向け
音声制御による人工知能（AI）アシスタント
のインターフェイスを導入するだろう。人工
知能（AI）の普及は、企業が提供する顧客
体験の向上のみならず、消費者との関係性
強化にも役立つ。今日、AmazonのAlexaと
Googleアシスタントが、人工知能（AI）によ
るバーチャルアシスタント市場において、先
行者としての地位を保っている。しかしなが
ら、ユーザーの意図を推測するアルゴリズ
ムと音声インターフェイスを組み合わせた
次世代「スマーター・フォン」時代の到来によ
り、さらなる競争の激化が見込まれている。

人工知能（AI）は、他の分野でも発展が見込
まれる：

・NBC　Universalは、プライムタイムのCM
数削減に留まらず、より適切な視聴者に
向けCMを放映するため、人工知能（AI）

から消費者との関係性を密にし、より満
足度を高めることが可能なツールが登場
し始めている。

・スタートアップ企業であるFactmataは、
人工知能（AI）を用いてフェイクニュー
スやヘイトスピーチ、暴力的なコンテン
ツ、極端なクリックベイトなどを探知する
技術を開発し、インターネット起業家Mark 
Cubanなどから資金投資を得ている。
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* 米国、日本、中国、韓国、英国、フランス、ドイツ、ロシア、イタリア、スペイン

出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook
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図表10: 主要な10の市場におけるVRの成長*
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VRヘッドセットの収益が増加することにより、VRの収益も増加すると予測されている。

AIとVR／ARの融合は、

企業が消費者行動を予測する

データを導き出すうえで、

革新的な影響を与えると

考えられている。

ARとVRの普及
　エンタテイメント・メディア業界における
人工知能（AI）の今後の成長は、特にバー
チャルリアリティ（VR）やオーグメンテッド
リアリティ（AR:拡張現実）など他の新しい
技術と組み合わせることにより、さらに伸
びると予想される。2017年に39億米ドル
だったVRアプリ、ゲーム、ビデオの収益は、
2022年までに5倍以上に増加すると予測さ
れている（図表10参照）。2018年第2四半
期に、Facebookがゲーム、教育および企業
向けにOculus　Riftを199米ドルで売り出し
たこともあり、VR用ヘッドセットは、高成長
が見込まれている。これまでOculus　Riftの
価格は、599米ドルに設定されていたこと
に加え、VR体験やゲームを行うためには、さ
らに数百米ドルをかけ、専用マシンを用意
する必要があったため、今回の価格改定は
AR、VRの普及に大きな影響を及ぼしてい
る。

　AIとVR／ARの融合は、企業が消費者行
動を予測するデータを導き出すうえで、革
新的な影響を与えると考えられている。例
えば、VRアナリティクス企業のRetinadは、
バーチャルな環境下で、人間がどこをどのく

らいの時間をかけて見ているかを追跡でき
るヒートマップテクノロジーを開発した。将
来的に、そのデータを使って個人の好みに
合わせた体験を創造するアプリが登場する
ことも予想される。
 
　VRの活用促進と応用を進めているメディ
ア企業の一つが、英国のGuardian　Media 
Groupである。旗艦紙「Guardian」の読者
は、ウェブサイトからVRアプリの無料ダウ
ンロードとGoogle　Cardboardヘッドセット
の購入ができる。2017年10月には、新聞
とセットでCardboardが無料提供されたこ
ともある。読者は、このヘッドセットとアプリ
を使い、殺人現場の捜査やロンドンの地下
探索といったVR体験を楽しむことが可能と
なっている。 

　また、V Rスタートアップ の Vo i d は、
『Ghostbusters』のVR体験に続き、ディズ
ニーリゾートで楽しめる『Star　Wars：Secrets 
of　the　Empire』を開発した。同社のハード
ウェアとソフトウェアを物理的空間と融合さ
せたアトラクションである。

　エンタテイメント・メディア企業にとって
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ブロックチェーンは

ロイヤルティーの追跡や回収、

クラウドファンディング、

デジタル広告のインパクト

測定や違法コピー防止など

幅広い領域で役立つ。

に貢献するだろう。エンタテイメント・メディ
ア業界におけるエコシステムを見渡せば、
ブロックチェーンはロイヤルティーの追跡
や回収、クラウドファンディング、デジタル広
告のインパクト測定や違法コピー防止など
幅広い領域において役立つと推察されてい
る。

　競争が激化する中、メディア企業は先端
技術に強みを持つ企業との連携が不可欠
である。

　しかしながら、体験の質と収益化におけ
る効率性向上は、あくまで初期段階に過ぎ
ない。消費者の信頼を維持し、より向上させ
るためのデータセキュリティーが、業界に迫
る次なる課題である。 

VR以上に革新的と考えられているのが、
モバイルARである。『ポケモンGo』の大成
功に続き、AppleとGoogleがモバイルAR
のプラットフォーム（それぞれARKitおよび
ARCore）を発表したことを受け、2018年は
これらのアプリが、市場を席捲する年にな
ると予測されている。 

　その中でもゲームは、モバイルAR分野で
引き続き優勢であり続けると考えられるが、
ナビゲーションや家屋のリフォーム、消費者
とのつながり向上のために開発されたブラ
ンド体験関連の主要アプリも成長を続けそ
うである。また、エンタテイメント・メディア
企業に加え、エンタテイメント・メディア業界
と隣接した業界においても、没入体験型AR
とVRによる顧客体験の創造が期待される。
美術館の展示品のバーチャル鑑賞やフッ
トボールクラブのリモートでのアクション体
験などを通じて、かつてエンタテイメント・
メディア業界が独占してきたユーザーの興
味・関心を引きつけることが可能だろう。

　NextVRとNBAは、NBAのリーグパス
保有者向けのVR体験を共同開発してい
る。8つの特殊カメラで試合中の動きを撮
影、NextVRが試合のアングルを記録し、
NextVRのSamsung Galaxy Gear VRで観戦
している定額サービス利用者へ、ライブス
トリーミング配信することにより、ユーザー
は、ゴール裏でLeBron　Jamesの迫力ある
ダンクシュートを体験することができる。
2018年にはIntelが、大学バスケットボール
のファンが、SamsungとGoogleのデバイス
を使ってNCAAトーナメント試合を観戦でき
るMarch Madness Live VRアプリを開発し
ている。 

大きな役割を担うブロックチェーン
　ブロックチェーン技術もエンタテイメン
ト・メディア業界におけるデジタルトランス
フォーメーションを大きく進展させる可能
性を秘めている。コンテンツ資産の追跡、契
約上の紛争回避、ビジネスパートナーや顧
客の信頼の醸成、アカウンタビリティの確立
など、企業の主要なケイパビリティの成長
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信頼: 差別化要因としての取り組みへ

6
図表11: 信頼における5つの重要性

自社のコンテンツは
信頼できるか?
コンテンツの品質や
安全性、適切性に関
して広告主は疑問を
投げかけている。

視聴者の存在につい
て信憑性はあるのだ
ろうか?
メディアや学術調査
によると、ソーシャル
メディアの多くのアカ
ウントが、ボット（bot）
であると指摘されて
いる。

データを適切に取り
扱っているか?
クレジットカード番
号の保護に対する責
任を強く認識するエ
ンタテインメント・メ
ディア企業が増えて
いる。  

投資の見返りはあるか?
視聴者との結びつき
を直接測定した場合、
メディアエージェンシー
は、広告主に期待ど
おりの視聴者との結
びつきを提供できて
いるのか、それに対す
る満足な答えはまだ
出ていない。
 

社会にとって“善い”
行いをしているか？
今日のメディアプラット
フォームの規模、リー
チ先、実用性に対する
哲学的な問いが、再び
沸き起こっている。 

出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook

　消費者およびビジネス顧客からの企業に対する信頼が、注目され
る議論の的となっており、企業はその影響を受けざるを得ない。定額
サービスと広告の双方において、信頼こそが将来にわたって消費者
の関心を引きつけ、持続的な収益を維持するための決定的要因とな
るだろう（図表11を参照）。

　長期的な繁栄に向けて信頼を構築する
能力が必要不可欠なことは、エンタテイメン
ト・メディア業界に限った話ではない。テク
ノロジーや金融、自動車、プロフェッショナ
ルサービスなど他の業界も同じ課題を抱え
ている。だが、データの重要性が高まり、消
費者データの使用や保管、共有、発掘、保

護が注目される中、信頼は、より議論の的と
なっている。以前はエンタテイメント・メディ
ア企業にとって、消費者やビジネス顧客、社
会との信頼構築は比較的容易であった。今
日、その環境は複雑性を増し、企業は多方
面において信頼できる企業であることを示
し続けなければならない。
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差別化要因としての信頼
　通常、信頼とは、企業や業界が社会に認
められているかどうかのベンチマークとさ
れている。しかし、その意味合いが強まり、
信頼が差別化要因とみなされる場合もある
だろう。個人から大規模なパートナー企業
まで、誰からも信頼される企業は競争でも
有利となる。

　企業は、いかに信頼を構築するのだろう
か？もちろん、まずはコンテンツとブランド
から信頼を構築することが重要である。エ
コシステム全体の中で信頼を構築するな
らば、透明性に対する意識の向上は必要
不可欠である。一般消費財メーカーは、自
社のオペレーションや製品について消費
者や取引先、社会に積極的に情報発信を
行っている企業からヒントを得ることができ
る。Patagoniaは、顧客がサプライチェーン
について深く知ることができるように「The 
Footprint　Chronicles」というガイドブッ
クを作っている。また、Hersheyは、栄養価
のデータを見やすく包装しており、Whole 
Foodsは、遺伝子組み替え作物についての
情報に透明性を担保している。信頼は、競
争力を損なうことなく、情報提供を通じて構
築することが可能である。

アクセス可能である。ユーザーがデータ共
有に同意していたとしても、情報保護に関
するジレンマは大きい。
 
収益の信頼：　投資に対する見返りはあるの
だろうか?
　確かに、eコマースやオンライン広告、
マーケティングにおける透明性と直接計測
は高まったが、視聴者はどのように計測さ
れるのだろうか？オンラインビデオを実際
にどれくらいの時間、視聴すれば、視聴の
数としてカウントされるのか？広告をスキッ
プする視聴者の比率は何％か？パブリッ
シャーは期待どおりの視聴者との結びつ
きをエージェンシーに提供しているのか？
エージェンシーは期待どおりの視聴者との
結びつきを広告主に提供しているか？この
ような問いに対し、誰もが満足する答えは
まだ出ていない。

エコシステムへの信頼：　企業や業界は社会
にとって“善い”行いをしているか?
　これは、哲学的な問いに聞こえるかもし
れないが、ここ一年間でTV局がプロパガン
ダの道具になることに大きな疑問の声が上
がった。インターネット上の掲示板でのヘ
イトスピーチの拡がりや、ソーシャルメディ
アで人種間の争いを煽る団体の存在につ
いても同様である。この問い自体は、目新し
いものではない。1960年代、FCCコミッショ
ナーのNewton　Minowは、テレビを荒廃
したメディアと呼んで、怒りを表明した（今
日、テレビは、最も良質の番組を放映するも
のと見なされている）。1980年代、米国で
は、ラップ音楽の露骨な歌詞に対して反対
運動が起きた（以後ヒップホップが主流と
なった）が、今日のメディアプラットフォーム
の規模、リーチ先、実用性に対する哲学的
な問いが、再び沸き起こっている。  

コンテンツへの信頼：　自社のコンテンツは
安全であるか？
　全般的に、広告主はコンテンツの品質と
安全性、適切性に関して疑問を投げかけて
いる。アルゴリズムは、人間の介入なしに大
量の広告を表示し、時にいかがわしいビデ
オコンテンツを表示する場合もある。その
ため大手企業は、主要なプラットフォーム
におけるブランド保護について強い関心
を示している。グローバル消費財メーカー
UnileverのCEO、Keith　Weedは、「社会を
分割し、怒りと憎悪を湧き立てる」コンテン
ツを削除しないオンラインプラットフォーム
での広告を取りやめると警告した。コメント
の取り締まりやニュース項目の基準設定、
プログラム広告を人間が精査するなど、パ
ブリッシャーやエージェンシー、マーケター
はコンテンツの信頼性を確実にする努力を
行わなければならない。 

視聴者の信頼：　視聴者の存在について信
憑性はあるのだろうか？
　今どきの技術による視聴者に関する計
測は驚くほど精度が高い。誰がどれくらい
の時間、視聴しているかが分かる。だが、計
測の信憑性については疑問が生じている。
いくつものメディアや学術調査において、
ボットや偽アカウントの存在が指摘されて
いる。多数の追跡調査からも、ソーシャルメ
ディアのプラットフォーム上で、現実世界に
存在しない架空のペルソナや組織を作り上
げることは、極めて簡単であることが明らか
にされている。

データへの信頼：　消費者データを適切に
扱っているか？
　消費者と直接ビジネスを行う関係を築
くエンタテイメント・メディア企業が増えて
いる。ビデオゲームにおける製品販売であ
れ、OTTアプリの定額サービスの申し込み
であれ、クレジットカード番号の保護に対
する責任は大きい。大規模なハッキングが
行われる時代、自由な取引への疑問をユー
ザーが抱くのは自然なことである。また、ア
プリ開発会社は何千万人ものソーシャルメ
ディアのアカウント所有者のプロフィールに
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規制

7

　新たに生まれる規制への対応は、エンタテイメント・メディア業界
の企業にとって重要な課題であり、信頼構築促進のドライバーともな
りうる。
　2018年5月に施行されたEU一般データ保護規則（GDPR）により、
民間団体と公的機関は、個人情報の取り扱いと使用に関し、抜本的
な改革を求められている。また、GDPRはエンタテイメント・メディア業
界の企業にとって、コンプライアンス対応のみならず、システムのアッ
プグレードを行い、消費者に対し、情報保護への取り組みを示すこと
で信頼を獲得する機会にもつながっている。

　グローバル規模で発展、改革が続く規制
により、エンタテイメント・メディア業界のあ
らゆるセグメントや国と地域も、その凄まじ
い影響を受けている。世界の規制に関する
全体的な動向から見ればGDPRの施行も、
必要な規制の改革の一つに過ぎない。規制
の変革により、各企業は多くの面で対応を
迫られているが、その一方で、新しい規則を
順守することで、消費者との信頼を向上さ
せるというプラスの側面も兼ね備えている。 

2018年における世界の主な政策動向 
　PwCは、マクロレベルで2018年の主な
政策動向８つを導き出した。これら８つが
絡み合いながら、世界の規制環境を再構
築している（図表12参照）。これらの動きか
ら、現状の商取引、税制、セキュリティー、コ
ミュニケーションの既存構造には、大きな
課題があることが理解できる。そして図表
で示した８つの動きの中には、エンタテイ
メント・メディア業界に大きな影響を及ぼす
ものがあることは明らかである。目を引くもの

の一つとして、イノベーションと安全性のか
けひきを表した「Do　no　harm（危害を与え
ない）」が挙げられる。テクノロジー企業、特
にソーシャルメディア企業が、オンライン広
告のソース開示やユーザーが制作したコン
テンツの監視義務など自社のビジネスの重
要な領域に影響を及ぼす新しい規制への
対応に直面している。

　そして、エンタテイメント・メディア業界に大
きな意味を持つもう一つの主な動きは、「デジ
タル化への不満」である。デジタル技術がもた
らす影響への不満や懸念の声が上がる中、規
制への関心が高まり、対話が増えている。エン
タテイメント・メディアが、まさにコンバージェ
ンス（融合）のうねりを味わっているように、規
制領域においても大きなコンバージェンス（融
合）の流れが起きている。ソーシャルメディア
企業は、重要な公共サービスを提供する公益
事業会社が一世紀前に受けた規制と同様の
規制を受ける可能性に直面している。 
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図表12: 政策と規制に影響を及ぼす2018年の主な動き

出典: PwC、2018年における主な政策動向

政策と規制に
影響を及ぼす
2018年の
主な動き

判例が新たな法規制の構造に
ついて解釈し、定義する

人間は、新しい技術への
規制が進展するにつれて、イノベーションと
安全性のかけひきの中で自らを再評価

巨大テクノロジー企業が信頼回復を求めて、
自主規制と新たな解決策に出る

変化と複雑性に富む
世界情勢にその都度
合わせた対応が主流となる

自社の人材改革を行った企業
が優位に立つ

米国が世界の規制策定を
リードするのではなく、
企業が小さな主権者として
リードする  

通貨のデジタル化は国、企業、
市民、非行者の間での衝突を
もたらす

誰もが中国の動向を注視する裁判の嵐 米国第一主義
と一帯一路

スキルの問題

仮想通貨、
仮想兵器

デジタル化
への不満

新しい規制の
決定者

規制緩和‐
美辞麗句か？
それとも
現実か？

危害を
与えない

　さらに、急速なイノベーションによっても
たらされるであろう潜在的悪影響と、それら
悪影響を最小限に留めようとする規制当局
や政策立案者の取り組みを天秤にかけた
とき、SROは、両者のバランスをうまくとる上
で最も有効な方法である。SROは、従来の
規制のように国境による制約がない。SRO
は、全体的に、メンバー企業が集団となって
適切な倫理・規範に従った行動をとるため、
企業の信頼構築を手助けしやすいといっ
た利点がある。実際に、規則を順守している
ことを第三者が毎年確認し、証明書を発行
することも可能である。

　概して、規則が発展、変化し続けているこ
とは明らかである。しかし、エンタテイメン
ト・メディア業界は、製品やサービス、マー
ケット進出戦略、ビジネスモデル、技術、そ
して信頼という点で、規則の発展や変化の
スピードよりさらに速いスピードで進化し続
けるだろう。

　規制に対するアプローチは地域レベル
で異なる。米国では、規制環境がスーパー
コンペティターより既存の企業に有利にな
るかが問われている。一方欧州では、信頼
への懸念から高い水準の直接規制（GDPR
が顕著な例）やさらなる規制を求める声が
高まっている。

自主規制
　信頼を構築する一つのやり方として、他
のエンタテイメント・メディア企業、他業界
の企業とともに、自主規制機関（SRO）を設
立し、基準を定め、その基準に署名した企
業の行動を互いに監視することが挙げら
れる。このSROは、業界もしくは業界のサブ
グループのメンバーが集まり、メンバー全
員がルールや指針を定める際に、誤りや見
落としがないか監視する役割も持つ。SRO
は、金融業界などでは、すでに一般的であ
り、証券会社を中心とした金融取引業規制
機構（FINRA）などが存在する。また、SROは
エンタテイメント・メディア業界でも現れ始
め、近年、企業同士の連携と協業による「信
頼性指標」の策定といった業界の先駆け的
な取り組みも行われている。

自主規制機関は

信頼構築に寄与する。

なぜなら、そのメンバー企業は

お互いの行動に目を光らせる

ことにより、倫理的な行動を

選択しあうようになるからだ。
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未来に向けて: これまでの枠組みを超えて

8 出典: PwCグローバルエンタテイメント&メディアアウトルック2018‒2022,  www.pwc.com/outlook

図表13: コンテンツタイプ別データ消費のCAGR（年平均成長率）、2017‒22

消費者が、より多くの時間をエンタテンメント・メディアの各セクターに費やすと予測されている。

コミュニケーション 28.5%

ゲーム 27.8%

ビデオ 25.4%

他のデジタルコンテンツ 24.2%

音楽 23.9%

ソーシャル
ネットワーキング 20.7%

ウェブ閲覧 18.8%

　未来は、大きな可能性と課題を秘めている。ポジティブな面として
は、世界でエンタテイメント・メディア業界に費やされる時間と金額は
上昇の一途をたどり、衰える兆しはない。私たちの暮らしは、メディア
で溢れ、飽和状態に見えるかもしれない。しかし、日々、新しい体験者
が到来している。初めて映画を観たり、初めてインターネットに接続した
り、初めてスマートフォンを手にしたり、デジタル媒体に消費する十分
な収入を初めて得る人が、何百万人も生み出されている（図表13参照）。

　課題は、時間とお金の使い方が時に劇的
に変化することだ。この10年間当たり前で
あったビジネスモデルが、今後の10年間で
通用しなくなる可能性がある。あるいはビ
ジネスモデルが通用する期間は、3年間に
なるかもしれない。現在多くのビジネスに
おいて、市場でのポジショニングを支えるビ

ジネスモデル、資産、ビジネスのやり方およ
びケイパビリティは、将来に備えるには十分
ではない。

　問題は、企業がいかにこの現実に向き合
い、そして対応するのかである。そしてエン
タテイメント・メディア企業は、これらの知識
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図表14: 責任を負うのは誰か？消費者の目は政府より企業に向いている

出典: PwC US Protect.me Survey, 2017
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すべきだ 

政府による
新しい技術に
関する規制は
消費者の保護に
とって重要だ  

政府より
企業の方が
データ保護に
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いる

政府はデータの
公正な使用の
徹底化について
力不足だ 

データ保護の
責任はデータを
収集した
企業にある

かの選択に迫られる。適切な規模を築くた
めには、高品質なコンテンツの提供と顧客
との強い結びつきが原動力として必要であ
る。そのためには、ターゲット層のファンと
同じぐらい情熱的なコンテンツクリエイター
を有すること、活気があり独自性の高いファ
ンコミュニティーをつくること、高価値でリー
チが難しい消費者を引きつけること、コン
テンツと広告の一貫性を保つことやブラン
ドを傷つけないことが重要である。

将来のマネタイズの在り方を考える: エンタ
テイメント・メディア企業は、新しい収益源
を作ることが急務である。今ある収益源か
らより高い価値を生み出すこと、新しい収
益源を探し続けること、またユーザーと直
接つながり、彼ら・彼女らとの関係から新し
い収益源をつくるための投資と実証実験を
可能にする戦略的マインドセットを持たな
ければならない。

を活用し、（そして、豊富で信頼できる「グロー
バルエンタテイメント＆メディアアウトルッ
ク」のデータも参照し）、積極的に既存の枠
組みを超えた取り組みを行わなくてはなら
ない。

未来の自社の姿を描く:　エンタテイメント・
メディア業界各社は今、未来の競争に関す
る選択に迫られている。どのように競争を
勝ち抜きたいか？スーパーコンペティター
になるのか？適切なスケールを築くことに
留めるのか？完全なコンバージェンス（融
合）を目指すのか？部分的なコンバージェ
ンス（融合）を目指すのか？どの道を選んで
も、結局のところ、それなりの課題にぶつか
るだろう。コンバージェンス（融合）を目指す
企業は、かつてメディア企業の中核ではな
かったケイパビリティ強化のために、買収と
投資を通じて必要な人材を集めるか、パー
トナーと組んでケイパビリティを向上させる
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企業が信頼を構築するには、

法律順守以上の取り組みが

必要である。

ケイパビリティの強化:　エンタテイメント・
メディア企業は、経済状況を明確に理解し、
優れたコンテンツ創作能力とキュレーショ
ン能力を養わなければならない。その一方
で、データ解析を活用し、消費者セグメント
や広告の許容度など消費者のニーズに対
する理解をさらに高めることも必要である。
そして、魅力的なユーザー体験を作り出す
チームメンバーを補強すること、彼ら・彼女
らをつなぎとめるリテンション戦略も、消費
者のロイヤルティー構築や人生における価
値に対する理解を深めること同様、忘れて
はならない。
 
将 来 に お ける 信 頼 構 築と維 持 の 在り
方：　PwCの調査レポート『Consumer 
Intelligence Series – Protect.me –』による
と、企業のセキュリティーに不安を感じた消
費者の85%は、その企業とかかわることを
拒否、また、92%の消費者がインターネット上
で自身の情報をコントロールできるべきであ
ると考えている（図表14参照）。ハッカーの手
口の高度化、規制の強化、データセキュリ
ティーと信頼に関する問題などへの社会や
メディアに対する関心が強い今日、企業は
一層の努力をしなければならない。信頼構
築のため、企業は法律順守以上の取り組み

を必要とする。すなわちコンプライアンスの
チェックリストを確認するだけでなく、消費
者が自身のデータを閲覧できデータの使
われ方を確認できるしくみなど、サイバー
セキュリティーとプライバシー保護への積
極的な取り組みが求められている。

　エンタテイメント・メディアの世界におい
て成功の保証はなく、輝かしい未来へつな
がる道は一つとは限らない。特に破壊的変
革が継続的に行われる時代において、長期
的な予測は難しい。しかし草の根レベルで
のデータ収集・分析・理解に絶えまなく努め
ることで、あらゆる企業が世界に影響を及
ぼす動向の影響力を見極めることが可能
になる。戦略的に不可欠な施策を打ち出し
取り組むことで、明るい将来の展望が目の
前に広がることになるだろう。
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データの算出方法と「アウトルック」の定義

予測値の算出方法
　予測値の算出方法は、定量・定性両側面
から分析を行い算出しています。なお、その
分析に際し、スコーピング、マーケット・マッ
ピング、データ収集、数値のモデリング、そ
の結果として算出された数値の妥当性の評
価について、精密なプロセスにて行ってお
ります。

注記: 本レポートにおける全てのデータ、図
表およびグラフは（特記事項の記載がない
限り）「グローバルエンタテイメント&メディ
アアウトルック」に基づきます。

過去のデータ
　本レポートに記載の予測値を含む数値
は、さまざまな情報源から集めた過去の
データをもとに作られています。なおデータ
の正確性と網羅性については、業界団体や
政府機関などから一般公開されている情報
を第一とし、データを使用した箇所には出
典を明記しています。公示情報から入手不
可能な情報については、関連業界団体、規
制当局機関、業界をリードする企業へのイン
タビューを通じ、知見や予測について収集し
数値を算定するうえで、参考にしています。

「アウトルック」の定義
　エンタテイメント・メディア業界におけ
る消費者支出と広告収入に関する詳細な
データへのアクセスをお考えですか？ 「グ
ローバルエンタテイメント&メディアアウト
ルック2018-2022」は15のエンタテイメン
ト・メディア業界に関連するセグメントを対
象に、今後5年間の消費者支出と広告収入
に関する動向を53の国と地域についてグ
ローバル分析した包括的なデータソース
です。

書籍
B2B 
映画
データ消費 
インターネットアクセス
インターネット広告
雑誌
音楽、ラジオ、ポッドキャスト 
新聞
OTTビデオ 
屋外広告
従来のテレビやホームビデオ 
テレビ広告
ビデオゲームとeスポーツ 
バーチャルリアリティ

「アウトルック」で網羅している各セグメント
の詳細な定義は、下記リンクからアクセスい
ただき、ご覧下さい。  
www.pwc.com/outlook 
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データ使用と引用許諾

引用許諾
　電子的もしくは機械的、または複写、録音
もしくはスキャンなどを含め、本レポートの
いかなる部分の引用、複製、検索システム
への保存、ならびにあらゆる形式や手段に
よる配布および送信を、事前の書面による
PwCの許可なく行うことを禁じます。 

　許可申請はAngela　Suhの電子メールア
ドレスangela.suh@pwc.com宛てに、使用
を希望する部分の概要と、引用部分が掲載
される文書全体のドラフトコピーを添付の
上、ご連絡ください。引用がなされている文
脈をPwCが査定できるよう、全ての許可申
請において、同様の情報提示が必要です。 

　上記の事項に加え、本レポートからの引
用は、市場の状況に関する例示のために
のみ使用できるものとし、また2018年から
2022年の情報に関し、唯一の情報源として
はならず、引用が情報源の大部分を占めな
いものとします。 

データ使用
　本レポートは、「グローバルエンタテイメ
ント＆メディアアウトルック2018-2022」
に記載されたデータをもとに作成されてい
ます。消費者支出と広告収入に関する包括
的データはwww.pwc.com/outlookの定
期購読にて閲覧可能です。PwCは「アウト
ルック」のオンライン上のデータの更新に
努めています。そのため、本レポートに記載
のデータがオンライン上のデータと相違す
る可能性があることをご了承ください。「グ
ローバルエンタテイメント＆メディアアウト
ルック2018-2022」は消費者支出と広告収
入に関する最新のデータを記載しています。 

　本レポートは、PwCが一般的なガイダン
スとしてのみ提供するものであり、いかな
る法的アドバイス、会計サービス、投資アド
バイスおよび専門的なコンサルテーション
も提供するものではありません。また、本レ
ポートにおける記載事項は、税務や会計、
法務その他の専門アドバイザーによるコン
サルテーションに代わるものではありませ
ん。いかなる意思決定やアクションを行う
前にも、個別の状況における事実を交え、
専門家にご相談ください。

　本レポートにおける情報は現状有姿で
提供され、その完全性、正確性および適時
性は保証されておらず、また、明示または黙
示を問わず、特定の目的における成果、商
品性および適合性その他一切の保証もな
されていません。本レポートの内容につい
て、いかなる方法でも誤解を招いたり、十分
な文脈の提供を欠く引用または使用、提示
を禁じます。

PwCについて
　PwCは、社会における信頼を築き、重要
な課題を解決することをPurpose（存在意
義）としています。私たちは、世界158カ国
に及ぶグローバルネットワークに236,000
人以上のスタッフを有し、高品質な監査、税
務、アドバイザリーサービスを提供していま
す。詳細はwww.pwc.com をご覧ください。

「アウトルック」サプライヤー
　「アウトルック」のサプライヤーOvumは、
Informa Telecoms and Media Ltd.のト
レーディング部門であり、世界の通信およ
びメディアマーケットに対し、ビジネスイン
テリジェンスと戦略サービスを提供してい
ます。
www.ovum.com
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これらの業界はどのように変化しているでしょうか？

大きな成長を見せる国はどこでしょうか？
エンタテイメント・メディア業界において、特にどの分野が台頭し、
あるいは衰退するのでしょうか？
また、AI（人工知能）やARは、ユーザー体験をどのように
向上させているのでしょうか？

これらの問いに対し、あらゆる業界の意思決定者が答えを求めています。
PwCの「グローバルエンタテイメント＆メディアアウトルック」は、
これらの問いに18年間、応え続けています。
当社では、15のエンタテイメント・メディア業界に関する
セグメントについて、世界53の国と地域に関する広告収入と
消費者支出の動向を、包括的かつ比較可能なデータに基づいた
今後5年間の最新予測と実用的なインサイトを提供しています。

複雑で変化に富むエンタテイメント・メディア業界において、
本アウトルックが、クライアントの皆様それぞれの意思決定の一助および
さらなる理解を深めることに、お役に立てたら何よりです。

詳しくは www.pwc.com/outlookをご覧ください。

今から5年後の
テクノロジー、メディア、
通信業界…


